
別紙3
阿波帝の給与圈定員管理等について

　 　　　
(1) 人件費の状況 (普通会計決算)

区 分 住民基本台帳人ロ

(17年度末)

歳 出 額

A

実 質 収 支人 件 費

B

人 件 費 率

B / A

(参考)

16年度の人件費率

17年度

人

42,775

千円

18,495,688

千円

60,339

千円

4 ,224,896

%

22.8

. %

20 ,6

(2 ) 職員給与費の状況 (普通会計決算)

区 分 職員数

A

給 与 費 一人当たり

給与費 B/A給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計 B

17年度

人

468

千円

し920,236

千円

253,164

千円

783,097

千円

2 ,956,497

千円

6 ,3 17

(参考)類似団体平均

一人当たり糸合与費

千円

6 ,119

ブは、 、手、 話 誘い。
2 職員数は、 1 7年 4 月 1 日現在の人数である。

(3) 特記事項
平成17年4月1日 旧板野郡吉野町、1目板野郡土成町、I郡可渡部市場町、隅阿波郡阿波町が合併し、

阿波市が発足

(4) ラスパイレス指数の状況 (各年 4月 1日現在)
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(注) 1 ラスパイレス指数とは、 国家公務員の給与水準を 1 0 0 とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

2 類似団体平均とは、 人口規模、 産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。



(5) 給与改定の状況
①月例給

区 分
徳島県人事委員会の勧告

給与改定率民間給与
A

公務員給与
B

較差
A‐B

勧告
(改定率)

18年度
円

38 1,648

円
38 1,694

△46 円
(△0.01% )

%
0

%
0 團

分の給与額をラスいて公民の 4月給 ｣ 、 容 ナ貝糸口 ｣ 、
パイレス比較した平均給与月額である。

区 分
徳島県人事委員会の勧告

年間支給月数民間の支給
リ合 A

公務員の
支給月数 B

較差
A‐B

勧告
(改定月数)

18年度
月

4.46

月
4.45

月
0.0 1

月
0

月
4.45

(参考)
国の年間
支給月数

月
4.45

の 糸口割目｣
の支給月数｣ は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数。

盆 職員の車胸輪艶月巍" 靱姓董輪篝の鑿混
(1) 職員の平均年齢、 平均給料月額及び平均給与月額の状況 (1 8 年 4月 1日現在)
①一般行政職

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

(国ベース)

阿波市 43.8 歳 35 1,200 円 392,155 円 380,872 円

徳島県 43.4 歳 365,119 円 446,459 円 396,3 14 円

国 40 4 歳 328,477 円 38 1,2 12 円

類似団体 4 2.7 歳 333,185 円 380,094 円 359,336 円

②技能労務職

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

(国ベース)

阿波市 47 ,5 歳 3 10,700 円 32 1,970 円 3 19,669 円

徳島県 43 .4 歳 325,96 1 円 368,590 円 345,07 1 円

国 48 .4 歳 286 ,500 円 3 l8 ,595 円

類似団体 47 .0 歳 292 ,429 円 3 12 ,3 16 円 303,976 円

民間事業者平均 54 ,8 歳 348 ,947 円
1 、′◇給、"月 、｣ とは、 18 4 1 日壬 におる る ご の の 絵の、′◇で る。
2 ｢平均給与月額｣ とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間
外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、 地方公務員給与実態調査にお
いて明らかにされているものである。
また、 ｢平均給与月額 (国ベース) ｣ は、 国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、
特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、 比較のため国家公務員と同じベースで再

計算したものである。

(2) 職員の初任給の状況 (1 8 年 4月 1日現在)

区 分 阿 波 市 徳 島 県 国

一般行政職 大 学 卒 170,200 円 176,800 円 170 ,20 0 円

高 校 卒 138,400 円 14 2,800 円 13 8,400 円

技能労務職 高 校 卒 138,400 円 140,300 円

中 学 卒 13 1,500 円



区 分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

一般行政職 大 学 卒 250,600 円 296,000 円 363,200 円

高 校 卒 198 ,800 円 250,600 円 296 ,000 円

技能労務職 高 校 卒 198 ,800 円 240,500 円 288 ,900 円

1 8 4 1

3 一般鐘塾縦購の纒別職員塾錮護饅蟻湿

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比

1 級 主事補及び相当幟 22人 7.3%

2 級 主事及び相当職 22人 7,3%

3 級 係長、主任及び相当職 76人 25.2%

4 級 主査及び相当職 23人 7.6%

5 級 課長補佐及び相当職 76人 25.2%

6 級 課長、主幹及び相当職 66人 2 1.9%

7 級 部長、次長、及び相当幟 17人 5.6%

計 302人 100%

(注) 1 阿波市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。
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(注) 平成 1 8 年に 8 級制から 6級制に変更している。 (旧給料表の 1級及び 2級並びに 4 級及び 5 級をそれぞれ
統合)
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4 國員の壬当の選≧湿
(1) 期末手当 ･勤勉手当

阿 波 市 徳 島 県 国

1人当たり平均支給額(17年度)
1,678 千円

1人当たり平均支給額(17年度)
1,858 千円

(17年度支給割合)
期末手当 勤勉手当
3 月分 1.4 5 自分

( 2 )自分 ( 0.75 )自分

(17年度支給割合)
期末手当 勤勉手当
3 月分 1.45 自分

( 2 )自分 ( 0.75 )自分

(17年度支給割合)
期末手当 勤勉手当
3 月分 1,45 自分

( 1.6 )自分 ( 0 .75 )自分
(加算措置の状況)
職制上の段階、職務の級等による加算措置

･役職加算 5 ~ 1 5 %

(加算措置の状況)
職制上の段階、職務の級等による加算措置

･役職加算 5 ~ 20 %
･管理職加算 2 3 ~ 2 5 %

(加算措置の状況)
職制上の段階、職務の級等による加算措置

･役職加算 5 ~ 2 0 %

･管理職加算 1 0 ~ 2 5 %

(注) ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

(2) 退職手当 (18年 4月 1日現在)

阿 波 市 国

(支給率) 自己都合 勧奨･定年
勤続20年 23.50 自 分 30.55 自分
勤続25年 33,50 自 分 4 1.34 自分
勤続35年 47 .50 自 分 59,28 自分
最高限度額 59 .28 自 分 59.28 自分
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2 % ~ 20 % 加算)

1人当たり平均支給額 23,045 千円

(支給率) 自己都合 、 勧奨･定年
勤続20年 23.50 自 分 30.55 自分
勤続25年 33.50 自 分 4 1.34 自分
勤続35年 47,50 自 分 59.28 自分
最高限度額 59.28 自 分 59,28 自分
その他の加算措置 ,定年前早期退職特例措置

(2 % ~ 20 % 加算)

(注) 退職手当の 1人当たり平均支給額は、 17年度に退職した職員に支給された平均額である。

(3) 地域手当 (18年 4月 1日現在)
支給実績 (1 7年度決算) 千円

支給職員 1人当たり平均支給年額 (1 7年度決算) 円

支給対象地域 支給率

%

%

支給対象職員数

人

国の制度 (支給率)

%

、 %% %

区 分 全 職 種

17年度

職 員 数

A

人

307

普通昇給期間(12 ~ 24月 )を

短縮して昇給した職員数

B

人

3 1

比 率

B / A

%

10.1



(4) 特殊勤務手当 (1 8 年 4月 1日現在)

支給実績(17年度決算) 4 ,8 13 ,227 千円

支給職員1人当たり平均支給年額(17年度決算) 45,025 円

職員全体に占める手当支給職員の割合(17年度) 22.1 %

手当の種類(手当数) 9

手当の名称 主な支給対象業務、対象職員 左記職員に対する支給単価

1 税務徴収事務従事職
員の特殊勤務手当 未納及び滞納整理のため、戸別訪問徴収に従事した職員 日額250円

2 感染症病防疫作業従
事職員の特殊勤務手当 感染症病防疫作業に従事し

た職員 日額1,000円

3 行旅病人及び死亡人
取扱事務従事職員の特
殊勤務手当

行旅病人の収容作業に従事した職員
死亡人の処理作業に従事した職員

病人1人 1 , 5 0 0 円
死亡人1体 2 , 0 0 0 円

4 清掃業務従事職員の
特殊勤務手当 清掃業務に従事する職員 月額4 ,00 0円

5 保育業務従事職員の
特殊勤務手当 保育業務に直接従事する職員 月額3,00 0円

6 老人ホーム勤務職員
の特殊勤務手当

老人ホームに勤務する職員 月額3,500円

7 老人ホーム遺体処理
従事職員の特殊勤務手
当

老人ホーム遺体処理に従事する職員 月額2,000円

8 社会福祉従事職員の
特殊勤務手当

市長が定める職員が福祉に関する業務に専ら従事したとき。 月額5,000円

9 市営住宅業務務従事
職員の特殊勤務手当

未納及び滞納整理等のため、戸別訪問を伴う業務に従事した
職 員

日額250円

(5) 時間外勤務手当
支 給 実 績 ( l7 年 度 決 算 ) 79,308 千円

職員 1 人 当たり平均 支 給年額 ( 17年 度 決算 ) 2 13 千円

支 給 実 績 ( 16 年 度 決 算 ) 77,252 千円

職員 1 人 当たり平均支 給年額 ( 16 年度 決算 ) 153 千円

(6) その他の手当 (18年 4月 1日現在)

手 当 名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
(17年度決算)

支給職員1人当たり
平均支給年額
(17年度決算)

扶養手当

扶養親族のある職員に支
給配偶者13,000円、配偶
者以外の親族2人目まで1
人につき6,00 0円 (扶養親
族でない配偶者がある場、
1人目6,500円)3人目以
降一人につき5,000円、特
定期間の子1人につき
5,000円加算

同じ 5 1,03 1 千円 23 1,539 円
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持 家 3,500円 (世帯
主)借 家
.家賃23,ooo円以下 持家の支給

住居手当
家賃-12,000円 異なる 単価と支給 14,528 千円 87,365 円.家賃23,ooo円以上 期間(家賃‐23,000円)/2 +
1,000円 = 支給額 (最高
27,000円)

通勤手当 霰表総数使上馨糯鬘合同じ 21,516 千円 51,鮖 円

管理又は監督の地位にあ
る職員に支給

管理職手当 ･給料月額×支給割合 同じ 60 ,392 千円 6 12,494 円
(給料月額の25/100を超
えない範囲)

5 特別職の報酬等の状況 (T 8 年 4 圓牟目課在)
区 分 給 料 ′ 月 額 等

(参考)類似団体における最高/最低額

給 市 区 町 村 長 792 ,000 円 1,0 10,000 円/ 522 ,000 円
( 880,000 円 )

料
助 役

(
633,600 円 800,000 円/ 526 ,500 円
704,000 円 )

収 入 役 594,000 円 750,000 円/ 482 ,700 円
( 660,000 円 )

議 長 420,000 円 475,000 円/ 266,000 円

報 ( 円 )
副 議 長 370,000 円 425,000 円/ 2 14 ,000 円

酬 議 員
(
,. M m 鬮) . " の 口‘ ,砺 . 円

( 円 )
市 区 町 村 長 (17年度支給割合)

架設 “獲
3‐3 自分

雪 議 長 (17年度支給割合)

副 議 長 3 .3 月分

議 員

(算定方式) (1期の手当額) (支給時期)

退 市 区 町 村 長 880 , 000×在職月数×43.5/ 100 18,374 ,400 任期毎
　 　 　 　　　　　 　　　　 　 　　　　 　　　　　　 　　　　
手 玖 塔 -U馬VVV 糾鰍" 臥 ム“ ~ / W U ' ' IL劾專

当 収 入 役 660,ooo x 在職月 数×23/ 100 7,286,400 任期毎

備 考
(注, 1 給料及び報酬の ( ) 内は、 減額措置を行う前の金額である。1 糸篩 " ぴ の は、 p 音 イテフ別の で る。
2 退職手当の ｢1期の手当額｣ は、 4月 1日現在の給料月額及び支給率に基づき、 1期 (4 年 = 4 8月)
勤めた場合における退職手当の見込額である。
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6 職員鑿の壞混
(1)部門別職員数の状況と主な増減理由

(各年4月 1日現在)

ミミ 鶉“ % 癩
数
輻議籔 主 な 増 減 理 由

部 門
議 会 4 4 0

総 務 10 1 103 2

税 務 2 1 23 2

一 民 生 16 1 146 △ 15 支所職員の減、保育所職員の欠員不補充等
般 衛 生 27 27 0

　　 　 　 　
　　　　　　　

部 く参考 >
門 計 369 356 △ 13 人口1,ooo人当たり職員数 8.32 人

(類似団体の人口1,000人当たり職員数 7.76 人)

教育部門 99 96 △3 課の統合による減員

< 参考 >

小 計 ･ 468 452 △ 16 人口1,ooo人当たり職員数 lo.57 人

(類似団体の人口1,000人当たり職員数 10.47 人)
公 水道 11 11 0
営

その他 14 22 8 地域包括支援センター、介護事務充実をこよる増員企会
業計
等部 小 計 25 33 8
門

合 計
493 485 △8

く参考>
[ 496 ] [ 496 ] [ 0 ] 人口1,ooo人当たり職員数 11.34 人

(注) 1 職員数は一般職に属する職員数である。
2 [ ]内は、 条例定数の合計である。

%
構成比

20

15

10

5

O
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 = 12 13 14

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

区 分 2 2 2 2 2 と Z 2 2 2 計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

0 6 32 43 54 5 1 26 61 79 74 55 4 485
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(3)定員管理の数値目標及び進捗状況
①平成 1 7 年 4月 1日 ~ 平成 2 2 年 4月 1 日々こおける定員管理の数値目標
平成17年4月 1日

職員数

平成22年4月 1日

職員数
純減数 純減率

人

49 3

人

444

人

49

%

9.9

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況 (実績) の概要

(各年4月1日現在)

＼＼ここ≧
部 門

17年

計画始期

18年

1年目実績

17年 ~ 18年

計

(参考)

数値目標

一般行政 職員数 369 356 332

増 減 A 13 ▲13 (35.1% ) ▲37 (▲10.0 % )

特別行政 職員数 99 96 89

増 減 ▲3 ▲3 (30.0 % ) A 10 (急 10.1%)

公営 企 業

等 会 計

職員数 25 33 23

増 減 8 8 ( 0,0 % ) A 2 (全8 % )

計 職員数 493 ･ 485 444

増 減 A 8 (16.3 % ) A 4 9(▲9.9 % )
1 乳 ‘ 月は、 1 7 ~ 2 2 の 5 日で る。
2 ( % ) 内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
3 増減は、 各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、 計の欄にあっては計画1年目以
降現年までの職員増減数の累計を示す。

ラ 竺董こ食豊麗職員の皺盪
(1) 水道事業

区 分 総費用

A

純損益又は実

質収支
職員給与費

B

総費用に占める

職員給与費比率
B / A

(参考)
16年度の総費用に占
める職員給与費比率

17年度
千円

589 ,808

千円
163,33 1

千円
9 1,710

%
15.55

%
11.0

① 職員給与費の状況

f
募り給与費
ー6,971

千円

区 分 職員数
A

給 与 費 一人当たり
給与費 B/A給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計 B

17年度
人

11

千円
45 ,769

千円
7,577

千円
18,742

千円
72,078

千円
6,553

し、。
2 職員数は、 18年 3月 3 1 日現在の人数である。

イ 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況 (1 8年 4月 1日現在)
区 分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額

阿 波 市 45 .0 歳 376,109 円 558,703 円

団 体 平 均 44 .8 歳 376,947 円 577,2 14 円

事 業 者 ‐ 歳 - 円

(注) 平均月収額には、期末 ･勤勉手当等を含む。
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③職員の手当の状況
ア 期末手当 ･勤勉手当

阿 波 市 (一般行政職･団体平均等)

1人当たり平均支給額(17年度)
一円

1人当たり平均支給額(17年度)
1,678 千円

(17年度支給割合)
期末手当 勤勉手当
3 月分 1,45 自分

( 2 )自分 ( 0.75 )自分

(17年度支給割合)
期末手当 勤勉手当
3 自分 1.45 自分

( 2 )自分 ( 0,75 )自分

(加算措置の状況)
職制上の段階、職務の級等による加算措置

･役職加算 5 ~ 1 5 %

(加算措置の状況)
職制上の段階、職務の級等による加算措置

･役職加算 5 ~ 1 5 %

(注) ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ 退職手当 (18年 4月 1日現在)

阿 波 市 阿波市(一般行政職)

(支給率) 自己都合 勧奨･定年
勤続20年 23 .50 自 分 30.55 自分
勤続25年 33 .50 自 分 4 1.34 自分
勤続35年 47 .50 自 分 59.28 自分
最高限度額 59 .28 自 分 59.28 自分
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2 % ~ 20 % 加算)

1人当たり平均支給額 一 千円

(支給率) 自己都合 勧奨･定年
勤続20年 23.50 自 分 30.55 自分
勤続25年 33.50 自 分 41.34 自分
勤続35年 47.50 自 分 59,28 自分
最高限度額 59.28 自 分 59.28 自分
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2 % ~ 20 % 加算)

1人当たり平均支給額 23,045 千円

(注) 退職手当の 1人当たり平均支給額は、 17年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ 地域手当(18年4月 1日現在)

支給実績 (1 7年度決算) 千円

支給職員 1人当たり平均支給年額 (1 7年度決算) 円

% 人 %

%、、、快 %

エ 特殊勤務手当 (18年 4月 1日現在)

支給実績(17年度決算) 475 千円

支給職員1人当たり平均支給年額(17年度決算) 59,375 円

職員全体に占める手当支給職員の割合(18年度) 18年度より特殊勤務手当廃止

オ 時間外勤務手当

支 給 実 績 ( 等 年 度 決 算 ) 2 ,833 千円

職員 1 人当たり平 均 支 給年額 ( 17 年度 決算 ) 354 千円

支 給 実 績 ( 16 年 度 決 算 ) 3,108 千円

職員 1人当たり平 均 支 給年額 ( 16 年度 決算 ) 155 千円

(注) 時間外勤務手当には、 休日勤務手当を含む。
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力 その他の手当 (1 8 年 4月 1日現在)
、の f度 玉の

手 当 名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
(17年度決算)

支給職員1人当たり
平均支給年額
(17年度決算)

扶養手当

扶養親族のある職員に支
給配偶者13,000円、配偶
者以外の親族2人目まで1
人につき6,00 0円 (扶養親
族でない配偶者がある場、
1人目6,50 0円)3人目以
降一人につき5,000円、特
定期間の子1人につき
5,000円加算

同じ し342 千円 167,750 円

住居手当

持 家 3 ,5 00円 (世帯
主)借 家
･家賃23,000円以下
家賃‐12,000円
･家賃23,000円以上
(家賃‐23,000円)/2十
11,000円 = 支給額 (最高
27 ,00 0円 )

‐

異なる
持家の支給
単価と支給
期間

534 千円 89 ,000 円

通勤手当 自動車等を使用し通勤距
離が2K m 以上の者に支給

同じ 589 千円 65,444 円

管理職手当

管理又は監督の地位にあ
る職員に支給
･給料月額×支給割合
(給料月額の25/looを超
えない範囲)

同じ

t

1,700 千円 566,667 円

④定員管理の数値目標及び進捗状況
ア 平成 1 7 年 4月 1日 ~ 平成 2 2 年 4月 1 日々こおける定員管理の数値目標

平成17年4月 1日

職員数

平成22年4月 1日

職員数

純減数 純減率

人
11

, 人
10

人
1

%
9.1

イ 定員管理の数値目標の年次別進捗状況 (実績) の概要
一6 (3)②を参照 で
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